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特別支援教育の充実に向けての諸課題と課題解決に向けた校長の役割

調布市公立小中学校特別支援学級設置校長会の取り組みを中心に

調布市立小学校長会

１ はじめに

東京都は昭和４９年に全国に先駆けて養護学校全員就学の実施など共生社会の実現に向

けて，教育の場を広く提供し，今日の特別支援教育の先進的な役割を果たしてきた。また，

ここ数年の特別支援教育をめぐっては，特別支援教育推進の第三次計画の策定など特別支

援教育を巡る動きは加速してきている。そうした背景をふまえ調布市では，調布市教育プ

ランに基づき調布市特別支援教育基本計画等の作成に着手したところである。そこで，特

別支援教育推進の視点から，調布市公立小学校校長会として，また，学校を預かる校長と

してどのような視点で「新しい特別支援教育」に対応していけばよいかを探るため，研究

主題を「特別支援教育の充実に向けての諸課題の解決に向けた校長の役割」とし研究を進

めてきた。そして，これまで特別支援教育の現状把握を図ると同時に，充実・発展のため

様々な方策を打ち出し，学校経営に反映させてきた。ここでは，本市の校長会及び特別支

援学級設置校長会を中心とした取り組みを報告する

２ 目的

調布市の特別支援教育の課題を探り，今後どのような視点から校長として学校経営に反

映させていけばよいのかの指針を得ることを目的とした。

３ 方法

特別支援教育の推進のための経営上の課題を探るため調査研究及び実践事例研究の２つ

の側面から検討した。

（１）調査研究

特別支援教育を考える上で，その推進の担い手となる人材，すなわち教員構成・実態を

把握することは重要である。そこで，本市の特別支援学級に勤務する教員の年齢，教職経

験，特別支援教育免許の保有状況に加えて，指導上のニーズを探るため質問紙調査を実施

した。また，本市では，知的固定学級１学級当たり１名の学級介助員が学習指導・生活指

導を支援するため配置されている。そのため，学級介助員についてもニーズを把握し，特

別支援教育の推進上，どのような対応を図ればよいのかを探るため質問紙調査を実施した。

（２）実践事例研究

校長会及び特別支援学級設置校長会では，これまで特別支援教育を推進するため，様々

な取り組みを行ってきた。その中での実践事例を取り上げ，成果や課題を検討した。

なお，調布市の特別支援学級設置校数は市内小学校２０校中，８校，中学校８校中，５

校である。障害種別内訳は以下の表のとおりである。

調布市の平成２３年度特別支援学級の設置状況（設置校数）

小学校 中学校

固定（知的） ５校 ３校 （註１）情緒３校，難言１校

難言学級は，知的固定設置校に併設のため

小学校での特別支援学級設置校数は８校。

（註２）情緒１校，不登校１校

通級

（情緒・難言）

４校 ２校

（註２）

計 ９校

（註１）

５校
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４ 結果及び考察

（１）調布市特別支援学級の教員構成

調布市立小・中学校に勤務する特別支援学級の担任の年齢と教職経験年数の分布は，

図１のとおりであった。

図１ 調布市立公立小中学校特別支援学級の教員構成 （縦軸：教職経験 横軸：年齢）

① 教職経験年数の双極化と二層化

教職経験年数でみると４０代の中堅教員層が少ないことが分かった。つまり，ベテ

ラン層群と若手層群というように年齢分布が双極化しているため中堅教員層の空洞

化がみられた。そのため，今後，ベテラン層の退職や異動に伴い特別支援教育の実践

的な教育技術等のノウ・ハウの継承が図れない可能性が予想された。また，特別支援

学級の学級経営上も教職経験の長い指導者層と若手層との橋渡しができる人材の育

成や若手教員層への特別支援教育に関する研修体系の構築が今後一層必要となって

くることが考えられた。

② 教職経験ベテラン層の分極化・二層化

特別支援学級の教員としての経験年数の分布をみると，教員としての経験年数が長い

教員層が二極化・二層化していることが分かった。つまり，教職経験年数が長い教員

であっても「特別支援教育に関しては未経験または経験が浅い」教員層が特別支援学

級の担任を務めているという実態が窺える。

このことから，特別支援教育の専門性という視点からみた場合，水準の低下は否め

ない。ことに教職経験年数が長いというだけで特別支援学級の経営・運営にあたって

学級主任またはそれに準ずる立場での指導的役割を担うことは難しいことも考えら

れる。そのため，若手教員層と合わせて，ベテラン層への特別支援学級経営を含む特

別支援教育に関する基礎的な事項の研修が悉皆研修として必要であるということが

分かる。なお，研修内容例としては，「障害の理解と発達特性」「教育方法・教材作成

の基礎」「個別の教育支援計画・個別指導計画の作成」「特別支援教育の指導案作成」

「就労支援・関係諸機関との連携（医療・福祉等）などが考えられる。

経験者層の二層化

中間層の

空洞化
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（２）特別支援学級担任の特別支援教育に関する免許の取得状況等について

特別支援学級担任の特別支援教育に関する免許の取得状況等は表１のとおりであ

った。

表１ 特別支援学級の特別支援教育免許の所有状況等 （単位 人）

① 免許の取得状況から見た担任としての専門性について

ア） 知的固定学級の担任に占める特別支援免許の取得者の割合は小学校３６％，中

学校１５％であった。小学校・中学校とも教諭層の免許保有者率が極めて低い

ことが分かった。

イ） 通級指導学級の担任の中での特別支援免許の取得者は小学校の難聴言語障害学

級担任を除くと小学校・中学校のいずれも特別支援教育免許の保有者がいない

ということが分かった。

免許の取得状況から見た場合，特別支援教育を推進する重要な教育条件である専門

性が十分確保されているとは言い難いことが推察された。特に，東京都特別支援教育

推進計画第三次実施計画にある特別支援教室の設置に伴う通級指導学級担任の巡回指

導を考えるとき対応が可能なのか懸念される。早急に，最低限の専門性確保が不可欠

であると考える。

（３）質問紙による意識調査結果から

授業力向上の視点から課題を探るため調布市内特別支援学級の教員及び学級介助員を

対象に質問紙による意識調査を行った。なお，提出にあたっては無記名・任意提出とし

た。調布市立公立小中学校特別支援学級（小中・固定・通級指導学級）の担任並びに

介助員を対象とした質問紙調査結果は以下のとおりであった。

①特別支援学級教員を対象とした意識調査 （表２参照）

特別支援に関する免許を取得していない教員を対象に，「今後，５年以内に特別支援

教育の免許の取得の予定や意思の有無を尋ねたところ，その予定や意思があると回答

した教員は小学校で３４％，中学校では２％であった。また，大学で特別支援教育に

学

級

校

種
職名

担任数 特別支援免許状

所有者数

特別支援学校

経験者数

知

的

固

定

小

学

校

主幹

主任
６ ５（８３％）

８

（３６％）

２

教諭 １６ ３（１８％） ３

中

学

校

主幹

主任
２ １（５０％） ２

（１５％）

０

教諭 １１ １（ ９％） １

通

級

指

導

小

学

校

主幹

主任
７

２（２９％）

但し聾免が２
２

（１１％）

０

教諭 １１ ０（ ０％） ０

中

学

校

主幹

主任
１ ０（ ０％） ０

（ ０％）

０

教諭 ３ ０（ ０％） ０

５７ １２（２１％） ６
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関する講座を受講，または専門教育を受けたことがあると回答した教員は，小学校で

４３％，中学校で１８％であった。なお，研究員経験者は小学校で１０％，中学校で

６％であった。

表２ 特別支援教育免許取得予定及び専門教育の受講状況等

５年以内に

特 別 支 援 教 育 教 員

免許取得予定

大学教育で特別支援教

育の講座等を受講また

は専門教育を受けた

研究員経験者

小学校 ３４％

（１０人／２９人）

４３％

（１６人／３７人）

１０％

（４人／３７人）

中学校 １４％

（ ２人／１４人）

１８％

（３人／１７人）

６％

（１人／１７人）

免許取得の意向がある教員が未取得者の内，３分の１に留まっていることから，現

在，特別支援教育に勤務しているものの特別支援教育に関する専門性を持つという意

思が低いと言うことができる。これは，意に反した異動・配置の結果とも考えられる

が，こうした教員の意欲をどのように高めるかが課題である。また，これから発達障

害等の対応が特別支援学級だけでなく通常の学級でも一層求められる。そうした長期

的展望にたって，意識改革を図っていくことも必要となってくる。多様な特性の児童

に対する幅広い知識・教育技術が今後，要求されることから，全教員に対する特別支

援教育に関する研修が今後，不可欠であると考える。そこで，校長には，中堅・若手

層の人材発掘が求められるが，各学校での校内のみでの指導や研修だけでは体系的な

指導・育成は難しい。また，現在の異動要綱の規定では，折角，養成してもすぐに異

動となるため人材育成の継続性・発展性が望めない可能性が高い。このため将来の基

幹要員の可能性が高い人材には都レベルでの育成プログラムが必要と考える。

②特別支援学級担任として必要性を感じている事項

今後の現職研修を考える際に，どのような研修内容を考えていく必要があるのかを

探るため，東京都教職員研修センターが作成した授業力の自己診断チェックリストを

参考に質問項目を設定し，特別支援学級の担任として必要性を感じている事項，及び

困難を感じている事項について回答を得た。結果は以下のとおりであった。

表３ 特別支援学級担任として必要性・困難を感じている項目内容

（５０項目中９０％以上の項目 回収率８４％（内訳 小学校３７／４０ 中学校１１／１７）

7 学習にふさわしい環境づくりを行うこと。（９６％）

10 児童・生徒一人一人の変化を把握すること。（９６％）

4 特別支援教育に関する幅広い知識をもつこと。（９４％）

40 計画を立てる際に児童・生徒の実態を考慮すること。（９４％）

48 特別支援学級内の教員間の連携を図ること。（９４％）

3 教材研究を行って授業に臨むこと。（９２％）

34 児童・生徒の実態を考慮して教材解釈や教材開発をすること。（９２％）

1 授業改善を図るための研修を行うこと。
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5 心と体の調子を整えて授業を行うこと。

6 明るく前向きに児童・生徒に接すること。

12 児童・生徒一人一人の発達段階，友達関係，家庭状況等を的確に

把握すること。

14 児童・生徒の発言や行動を共感的に受け止めること。

28 分かりやすい説明をすること。

47 学校内の特別支援教育に関する理解と啓発を図ること。

49 特別支援学級間の連携を図ること。

指導上困難を感じている項目

23 個に応じた指導を行うこと。（５６％）

45 進路指導（就労に向けての指導）の充実。（２５％ 小学校教員のみ）

46 保護者・家庭の教育力を高めること。（２１％ 小学校教員のみ）

50 特別支援学級の指導に当たって小・中の連携を図ること。（１９％）

数字は質問紙の項目番号

ア）指導上の必要性に関しては，学習環境の整備や児童・生徒の発達評価，専門性を求

めていることに加えて，学級内の教員連携に関するニーズが高いと言える。

イ）指導上困難を感じている事項に関しては個に応じた指導を半数以上の教員が挙げて

いる。

ウ）指導上，必要と感じている事項と困難を感じている事項から児童・生徒の指導に当

たっては，個々の児童・生徒の特性に応じた個別指導計画の作成や指導法が確立し

ていない可能性が考えられた。そのため教育経営支援室・指導室等による「学級支

援・指導システム」または，専門家（大学教授・研究者を含む）による定期的な相

談指導体制が必要なのではないかと思われる。

③学級介助員として必要性・困難を感じている事項 等

特別支援学級（知的固定）には，各学級に１名ずつの学級介助員が配置されている。

介助員経験年数は最長の者で１４年，最短の者で６か月であった。

自己の職務を遂行する上で，必要性や困難を感じている事項は表４に示したとおりで

あった。

表４ 学級介助員として必要性・困難を感じている項目内容

３０項目中８０％以上の項目 回収率 ９６％（２５／２６）

13 児童・生徒一人一人に気を配り，言葉かけをすること。（９６％）

6 明るく前向きに児童・生徒に接すること。（９２％）

26 分かりやすい説明をすること。（８８％）

29 特別支援学級内の教員との連携・情報交換を図ること。（８８％）

4 障害に関する幅広い知識をもつこと。（８４％）

30 介助員間の連携を図ること。（８０％）

困難を感じている項目

3 担任との事前の打ち合わせを行って授業に臨むこと。（３２％）

12 児童・生徒一人一人の発達段階を的確に把握すること。（３２％）

29 特別支援学級内の教員との連携・情報交換を図ること。（２８％）
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ア）職務を遂行するに当たって，学級介助員は効果的な指導支援のために授業の内容の

事前把握や児童・生徒の障害等に関する知識を必要としていると言える。

イ）将来，教職を目指しているか否かを尋ねたところ約半数の１２名の者が教員を志望

していると回答した。本市でも特別支援学級の介助員経験を有する者が教員になる例

も少なくない。資質や学力には課題がある例もあるが，将来の特別支援教育を担う逸

材の発掘の機会とも捉える事ができる。そのため，学級介助員対象の専門性研修・特

別支援教育の基礎講座を積極的に設けることも今後検討していく必要があると思われ

る。そして，結果として，学級の教育技術水準の向上と人材育成に寄与する可能性が

期待される。

５ 特別支援教育の推進に向けての校長会及び校長としての取り組み（実践例）

調布市公立小学校長会及び調布市公立小・中学校特別支援学級設置校長会では，これま

で組織的に特別支援教育の推進・充実に向けて実践を重ねてきた。主な事項は以下の表の

とおりである。

小学校校長会・設置校長会として

（質の高い教育を目指して）

校長として

（設置校である富士見台小の例）

取

組

内

容

例

＜小学校校長会＞

□ 先進校視察（管外）に基づく研修会の実施

□ 研究分科会を設定しての研修

□ 特別支援研修会の実施

＜設置校長会＞

□ 市教委との連携：

○推進プロジェクト

・通級指導ガイドラインの策定

・特別支援基本計画の策定

□ 特別支援学校との連携：

○特別支援学校長の校長会参加

○特別支援学校のセンター機能活用

・校内研修会参加・講師依頼

・施設借用（宿泊訓練事前学習）

・施設見学・指導法研修の実施

□ 校長会分科会での情報共有・課題研修

○知的固定分科会

・小中連携 ・進路指導 ・交流学習・共

同学習 ・教科書の選定と指導の系統性

○通級指導分科会

・情緒障害待機児童の解消

・特別支援教室と巡回指導の在り方検討

□ 担任会への研修機能付与

□ 教育課程「重点」の明記

□ 学校・学年・学級経営計画への

組み入れ

□ 校内委員会等の組織整備と活用

○特別支援コーディネーター活用

○特別支援学級専門性向上

□ 自己申告の取り組み事項

□ 児童・保護者向け啓発・発信

（講話・学校だより・ＰＴＡ委員会）

□ 週案

○系統性・計画性

○適正な指導内容

○特別支援固有の指導・生かした

指導

□ 授業観察 指導案の視点をもつ

○通常の学級での指導→要配慮児

童への指導上の留意点の有無

○特別支援学級での指導案の個別

化と個別指導計画との整合性

○発達に即した目標・方法の設定

□ 要特別支援児童・生徒に関わる

関係機関との連携

６ まとめ

特別支援学級教員等への質問紙調査結果から研修体系の構築の重要性を指摘した。また，

校長会及び校長としての取り組み例の検討から校長が果たすべき役割と視点を提起した。

なお，インクルーシブ教育や就労の視点からの学校経営については今後も検討課題である。


